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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　骨折部又は関節両側の第１の骨部及び第２の骨部の各々の外周に、他方の骨部側にはみ
出さないように固定される、磁性材料からなる一対の磁性体部と、
　前記骨折部又は関節近傍の人体組織の外側に配置され、前記磁性体部を磁化させる磁場
を発生させる磁場発生部と、で構成され、
　前記磁場発生部で発生される磁場により、前記一対の磁性体部が対向する面が互いに引
き合うように磁化され、前記第１の骨部及び前記第２の骨部が固定されることを特徴とす
る創外固定器。
【請求項２】
　前記磁場発生部は、前記骨折部周囲の前記人体組織の外側に配置される筒状の筐体と、
磁気的軸が前記第１の骨部又は前記第２の骨部の延在方向に略一致するように、前記筐体
の周囲に螺旋状に巻回される１又は複数のコイルと、前記コイルに電流を供給する電流源
とを少なくとも備え、前記電流源では、前記コイルに、電流値の符号が同じでその大きさ
が周期的に変動する電流を供給し、前記電流値の変動に対応して前記一対の磁性体部の引
力が周期的に変化して骨癒合が促進されることを特徴とする請求項１記載の創外固定器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、骨折及び関節疾患の治療に用いられる創外固定器に関し、特に、細菌感染等
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による合併症を防止することができる創外固定器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　骨折した場合の治療方法として、ギブスを用いて骨を外部から固定する非手術的治療法
や、釘やプレートなどを用いて骨を直接固定する内固定法、創外固定器を骨に連結して固
定する創外固定法などがある。
【０００３】
　内固定法としては、骨髄内に釘を挿入して固定する髄内釘固定法や骨の側部に強固なプ
レートを装着し、骨とプレートとを螺子で固定するプレート固定法、骨折部をワイヤーで
固定する締結ワイヤー法などがある。この内固定法は骨折部両側の骨部を強固に固定でき
る方法であるが、骨折部を固定材料が跨ぐことにより骨折部の血流供給が阻害され骨癒合
が遅れる、手術時間が長く術中の出血量が多い、感染症の可能性が高い部位には使用でき
ないなどの欠点もあり、創外固定器を用いて骨折部を固定する創外固定法が用いられる。
【０００４】
　この創外固定法は、一般に骨折部に沿って配設される棒状部材と、その両側に配設する
一対のクランプと、このクランプに対して直角に一端が固定される複数のピンとを有し、
ピンの他端を骨折部の骨に挿入することにより骨を固定するものであり、創外固定器の構
造に応じて、ホフマン法、イリザロフ法、オルソフィックス法などがある。ホフマン法は
、骨折を始め、感染性偽関節、骨切り術、関節固定術など種々の症例に適用できるが、全
体の寸法が大きいことから、片側固定にて強固に固定することができるオルソフィックス
法や三次元の変形矯正が可能なイリザロフ法が広く用いられている。（例えば、特開２０
０２－３６０５９８号公報など）。
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－３６０５９８号公報（第２－４頁、第１図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記創外固定法は、骨折部を跨いで固定しないために骨折部の血流供給を損なうことが
ない、骨折部に適度な荷重がかかりやすい、感染が疑われる部位をよけて固定できるなど
の利点があるが、一方、創外固定器と骨とを連結するために皮膚の外側からピンを挿入す
る必要があるため、ピンの挿入部から細菌などが侵入しやすく、また、挿入部でピンが動
くために摩擦によって炎症が生じやすく、合併症を併発しやすいという問題がある。その
ため、創外固定法を用いる場合は、皮膚とピンとの間の動きを小さくするためにピン刺入
の皮切部を縫合し、ガーゼでピン周囲を乾燥させて肉芽形成を促すようにしたり、細菌の
侵入を防ぐためにピン周囲を消毒し、場合によっては創外固定器全体を滅菌した包帯で覆
うなどの処置を施さなければならない。また、このような処置を施したとしても従来の創
外固定器では皮膚を貫くピンが必要であるため、合併症の発病を完全に防止することはで
きないという問題があった。
【０００７】
　また、上記創外固定法は、骨折の治療のみならず関節疾患の治療にも用いられるが、そ
の場合においても、細菌の侵入や合併症の併発などの問題があった。
【０００８】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであって、その主たる目的は、外部からの
細菌の侵入等による合併症の発病を防止して骨折を治療又は関節疾患を治療することがで
きる創外固定器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明の創外固定器は、骨折部又は関節両側の第１の骨部及
び第２の骨部の各々の外周に、他方の骨部側にはみ出さないように固定される、磁性材料
からなる一対の磁性体部と、前記骨折部又は関節近傍の人体組織の外側に配置され、前記
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磁性体部を磁化させる磁場を発生させる磁場発生部と、で構成され、前記磁場発生部で発
生される磁場により、前記一対の磁性体部が対向する面が互いに引き合うように磁化され
、前記第１の骨部及び前記第２の骨部が固定されるものである。
【００１１】
　本発明においては、前記磁場発生部は、前記骨折部周囲の前記人体組織の外側に配置さ
れる筒状の筐体と、磁気的軸が前記第１の骨部又は前記第２の骨部の延在方向に略一致す
るように、前記筐体の周囲に螺旋状に巻回される１又は複数のコイルと、前記コイルに電
流を供給する電流源とを少なくとも備え、前記電流源では、前記コイルに、電流値の符号
が同じでその大きさが周期的に変動する電流を供給し、前記電流値の変動に対応して前記
一対の磁性体部の引力が周期的に変化して骨癒合が促進される構成とすることもできる。
【００１３】
　このように、本発明によれば、骨折部又は関節両側の骨部に固定された一対の磁性体部
が、皮膚外部に配置された螺旋状コイルを含む磁場発生部により磁化されて互いに引き合
うために、人体組織内外を貫通するピンなどを用いることなく、非接触で骨折部又は関節
両側の骨部を確実に固定することができる。また、磁場発生部で発生する磁場の強度、す
なわちコイルに流す電流を予め定めた周期で変化させることにより、一対の磁性体部の引
力を変化させることができるため、骨の修復を促進させることができ、骨を強固に固定す
る従来の創外固定器に比べて、骨折の治癒時間を短縮させることができる。
【発明の効果】
【００１４】
　以上説明したように、本発明の創外固定器によれば、下記記載の効果を奏する。
【００１５】
　本発明の第１の効果は、細菌の侵入などによる合併症を併発することなく、骨折部又は
関節両側の骨部を確実に固定することができるということである。
【００１６】
　その理由は、人体組織内外を貫通するピンで骨折部を固定するのではなく、骨折部又は
関節両側の骨部に磁性材料で形成された磁性体部を固定し、この一対の磁性体部を人体組
織外部に設けたコイルで発生させる磁場で磁化して互いに引き合わせることにより非接触
で骨折部又は関節両側の骨部を固定することができるからである。
【００１７】
　また、本発明の第２の効果は、骨折の修復又は関節疾患の治療に要する時間を短縮させ
ることができるということである。
【００１８】
　その理由は、コイルに流す電流を予め定めた周期で変化させることにより、一対の磁性
体部の引力を変化させることができ、これにより骨癒合を促進させることができるからで
ある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本発明に係る創外固定器は、その好ましい一実施の形態において、骨折部又は関節両側
の骨部に固定される一対の磁性体部と、骨折部又は関節近傍を覆う人体組織の外側に配設
される円筒状の筐体と磁気的軸が骨の延在方向と略一致するように筐体上に巻回された螺
旋状のコイルと該コイルに電流を供給する電流源とを含む磁場発生部とを備えるものであ
り、コイルで発生する磁場によって一対の筒状の磁性体部が互いに引き合うように磁化さ
れるため、人体組織内外を貫通するピンなどを用いることなく骨折部又は関節両側の骨部
を非接触で固定することができ、これにより細菌の侵入などによる合併症の併発を防止し
て骨折又は関節疾患を治療することができる。以下、上記実施の形態についてさらに詳細
に説明すべく、本発明の実施例について図面を参照して説明する。
【実施例１】
【００２０】
　まず、本発明の第１の実施例に係る創外固定器について、図１乃至図８を参照して説明
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する。図１は、第１の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図であり、図２
は、その上断面図及び側断面図である。また、図３及び図５乃至図７は、本実施例の磁性
体部の構造のバリエーションを示す図であり、図４は、磁性体部と骨との固定方法の一例
を示す図である。また、図８は、磁場発生部の構造のバリエーションを示す図である。こ
こで、本発明の創外固定器は四肢の骨などの所定の長さを有する部位に適用することがで
き、下腿の脛骨の骨折に適用した場合は図１（ａ）に示すようになるが、以下の図では、
説明を容易にするために人体の構造を簡略化して骨や人体組織を単純な円柱状とし、それ
に合わせて磁性体部や磁場発生部の筐体も単純な形状として説明する。なお、骨や人体組
織の各部位の形状に合わせて磁性体部や筐体の形状も適宜変更することができるのは言う
までもない。
【００２１】
　図１及び図２に示すように、本実施例の創外固定器１は、骨折部６両側の第１の骨部５
ａ及び第２の骨部５ｂに固定される磁性材料からなる一対の磁性体部２と、骨５の周囲を
覆う筋肉、血管、皮下細胞、皮膚などからなる人体組織７の外側に設置され、磁性体部２
を磁化させるための磁場を発生する磁場発生部３とを備えている。また、上記一対の磁性
体部２は、骨５の延在方向に沿って互いに引き合うように、対向する端面が略平行に加工
されている。また、磁場発生装置３は、磁場を発生する螺旋状のコイル４ｂと、人体組織
７とコイル４ｂとの間を絶縁し、コイル４ｂを巻くための基礎となる筐体４ａと、コイル
４ｂに所定の電流を供給するための電流源４ｃとを備えている。
【００２２】
　上記磁性体部２は、外部から印加される磁場によって磁化する磁性材料で形成されてい
ればよいが、磁場によって一対の磁性体部２に強い引力が働くように、所定の値以上の磁
化率を有する磁性材料で形成されていることが好ましく、このような磁性材料としては、
例えば、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｏ、ＦｅＣｏ合金、ＦｅＮｉ合金などの強磁性体材料を用いるこ
とができる。但し、本発明では、磁性体部２が直接、人体内部に埋め込まれるため、磁性
材料の選択にあたっては人体組織との適合性（いわゆる生体適合性）を考慮する必要があ
る。また、人体組織への影響を緩和するために、磁性体部２の表面を生体適合性のある材
料で覆う構造としてもよい。このような生体適合性のある材料としてはポリエチレンやナ
イロン、ポリエステルなどの高分子、アルミナセラミックスなどのセラミックス等が挙げ
られる。
【００２３】
　また、一対の磁性体部２の間隔が大きくなると引き合う力が弱くなることから、強固に
固定することを望む場合は磁性体部２を骨折部６近傍に固定すればよいが、骨折部６では
コラーゲン線維が形成され、この線維の周りにハイドロキシアパタイト結晶が析出して仮
骨が形成されて骨折が修復されるため、骨折部６に近接して磁性体部２が固定されるとこ
の骨癒合が阻害される恐れがある。また、骨折の形態も図に示すような単純骨折に限らず
、螺旋骨折や斜め骨折、粉砕など様々な形態があり、骨折部６近傍に磁性体部２を固定で
きない場合もある。従って、磁性体部２の固定位置は、固定強度、骨折の修復や骨折の形
態などを考慮して適宜調整することが好ましい。
【００２４】
　また、図１及び図２では、磁性体部２を単純な円筒状としているが、円筒状の場合は骨
折部６、すなわち、第１の骨部５ａと第２の骨部５ｂとの隙間から磁性体部２を嵌入しな
ければならず、骨折の形態や人体組織７の状態によっては血管や神経、筋肉などを損傷す
る恐れがある。そのような場合には、図３（ａ）に示すように、磁性体部２を複数の構造
体（図の場合は２つの半円筒状の構造体）を組み合わせる構造とし、図示しない螺子など
によって複数の構造体を連結することもできる。
【００２５】
　また、骨が屈曲している場合や骨の太さが延在方向で大きく変化する場合には、円筒状
の磁性体部２を嵌入することが困難である。そのような場合には、磁性材料を粉砕して粉
状にし、ポリエチレンやナイロン、ポリエステルなどの生体適合性のある高分子材料に混
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ぜ合わせて生体複合材料を形成し、この生体複合材料をシート状に加工し、図３（ｂ）に
示すように、シート状の磁性体部２を骨５の形状に合わせて巻き付ける構造とすることも
できる。
【００２６】
　また、単純な円筒状では磁性体部２が骨部から離脱する恐れがある場合には、図３（ｃ
）に示すように円筒の内径が徐々に変化する形状とし、径の大きい側から骨部に嵌入する
構成としたり、図３（ｄ）に示すように部分的に径が狭められた形状とすることもできる
。このような形状の磁性体部２を用いることにより、一対の磁性体部２が強い力で引き合
った場合でも確実に上下の骨部を固定することができる。
【００２７】
　また、図１及び図２では骨部と磁性体部２との固定構造については記載していないが、
磁性体部２と骨部とを強固に固定するために、例えば、図４に示すように磁性体部２の外
側から骨５を貫通する釘や螺子などの固定手段８を挿入してもよい。この場合、固定手段
８は各々の磁性体部２に１つ設けてもよいし、対称位置に複数設けてもよく、また、骨５
を貫通させてもよい。なお、この固定手段８の形状や材料は特に限定されないが、磁場の
乱れを抑制するために非金属材料で形成されることが好ましい。
【００２８】
　また、図１乃至図４では磁性体部２を骨５の外周全面を覆うように円筒状に形成してい
るが、図４のような固定手段８を用いるのであれば、磁性体部２は必ずしも骨５の外周全
面を覆う必要はない。また、磁性体部２で骨５の周囲全体を覆うとその部分の血流障害が
発生する可能性がある。そこで、固定手段８を用いる場合には、磁性体部２を１又は複数
の磁性体片で構成することもできる。例えば、図５（ａ）に示すように、磁性体部２を骨
５の外周面に応じて湾曲した複数（ここでは４つ）の磁性体片２ａで構成し、図５（ｂ）
に示すように、対向する磁性体片２ａ同士を釘や螺子などの固定手段８を用いて骨５に固
定する構成とすることができる。また、図６（ａ）に示すように磁性体部２を複数（ここ
では２つ）の板状の磁性体片２ａで構成し、図６（ｂ）に示すように、複数の磁性体片２
ａを固定手段８を用いて骨５に固定することもできるし、図７（ａ）に示すように磁性体
部２を大きい幅（例えば骨５の直径よりも大きい幅）の複数（ここでは２つ）の板状の磁
性体片２ａで構成し、図７（ｂ）に示すように、複数の磁性体片２ａを固定手段８を用い
て骨５の外側で固定することができる。
【００２９】
　また、磁場発生部３を構成する筐体４ａは、コイル４ｂで発生する磁力線を吸収するこ
となく透過し、人体組織７とコイル４ｂとの間の絶縁性を確保し、かつ、コイル４ｂを巻
きやすくすることができるものであればよく、例えば、人体組織７の外径に合わせて加工
されたプラスチックや布、石膏などを用いることができる。なお、図では人体組織７と筐
体４ａとの間に隙間を設けているがこれらを密着させて筐体４ａによって骨５や人体組織
７を簡便に固定する構成としてもよく、筐体４ａの厚みや長手方向の幅などは任意に設定
することができる。
【００３０】
　また、コイル４ｂは、一対の磁性体部２の対向する面が極性の異なる磁極となるように
磁場を印加できる構造であれば良く、通常は、図に示すように磁気的軸と骨の延在方向と
がほぼ一致するように導線を螺旋状に巻回して形成されるが、導線の材料や巻き数、間隔
、巻き方などは任意である。また、図１及び図２では、一対の磁性体部２を覆うようにコ
イル４ｂを連続して巻回しているが、図８に示すように一対の磁性体部２の対応する位置
に一対のコイル４ｂを配設してもよい。この場合において、図８では一対のコイル４ｂの
巻き数、間隔等を同じにしているが、各々のコイル４ｂで巻き数や間隔等を変えてもよい
。また、コイル４ｂを金属が露出した導線で形成すると感電する恐れがあるため、金属の
周りにゴムなどの絶縁材料が被覆された被覆導線を用いたり、コイル４ｂの外側をゴムシ
ートなどの絶縁材料で覆うことが好ましい。
【００３１】
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　また、電流源４ｃは、コイル４ｂに所定の電流（磁性体部２の磁化率や磁性体部２の間
隔、コイル４ｂの巻き数、コイル４ｂの径などを考慮して第１の骨部５ａと第２の骨部５
ｂとを確実に固定できる電流）を供給するものであればよく、電流の発生方法、回路構成
などは任意であるが、図５の構成の場合は、各々のコイル４ｂにより発生する磁場によっ
て磁性体部２が互いに引き合うようにその極性を設定する必要がある。なお、コイル４ｂ
と電流源４ｃとは所定の配線によって接続されるが、取り扱いを容易にするために、筐体
４ａにコネクタなどの第１の接続手段を固定してこの第１の接続手段にコイル４ｂの端部
を接続しておき、該第１の接続手段に対応する形状の第２の接続手段が接続された配線を
用いてコイル４ｂと電流源４ｃとを接続できるようにすることもできる。
【００３２】
　このように、磁性体部２を骨折部６近傍の第１の骨部５ａ及び第２の骨部５ｂに固定し
、人体組織７の外部から磁場発生部３を用いて磁場を印加することにより、一対の磁性体
部２を互いに引き合わせることができるため、従来のように、人体組織７の外部から骨５
に釘などを打ち込まなくても、第１の骨部５ａと第２の骨部５ｂとを適度な圧力で押しつ
けて固定することができる。その結果、釘などの挿入部から細菌が侵入して合併症を引き
起こすという問題を解決することができる。
【実施例２】
【００３３】
　次に、本発明の第２の実施例に係る創外固定器について、図９及び図１０を参照して説
明する。図９は、第２の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図であり、図
１０は、コイルに流れる電流の時間変化を示す図である。
【００３４】
　前記した第１の実施例では、磁性体部２に流す電流について規定していないが、骨癒合
を促進して骨折部６の治癒を早めるためには骨折部６に周期的な刺激を与えた方が好まし
い。そこで、本実施例ではコイル４ｂに流す電流を変化させることができる構造としてい
る。
【００３５】
　図９に示すように、本実施例の創外固定器１は、骨折部６両側の第１の骨部５ａ、第２
の骨部５ｂに固定される磁性材料からなる一対の磁性体部２と、骨５の周囲を覆う人体組
織７の外側に設置され、磁性体部２を磁化させるための磁場を発生する磁場発生部３とを
備え、磁場発生装置３は、磁場を発生する螺旋状の一対のコイル４ｂと、人体組織７とコ
イル４ｂとの間を絶縁し、コイル４ｂを巻くための基礎となる筐体４ａと、コイル４ｂに
所定の電流を供給するための電流源４ｃとに加えて、電流源４ｃに接続され、コイル４ｂ
に流す電流を制御する制御部４ｄとを備えている。
【００３６】
　ここで、骨折部６が修復するメカニズムについて説明すると、骨折治癒の過程は、炎症
期と修復期と再構築期に分類される。生物学的には、修復期ではglycosaminoglycanの濃
度が上昇してコラーゲン繊維が形成され、骨芽細胞はtropocollagenを合成し、これが細
胞外に移動してコラーゲン繊維の規則正しいネットワークが形成され、再構築期ではこれ
らの繊維の周りにハイドロキシアパタイト結晶が析出して骨折部６の周りに仮骨が形成さ
れ、臨床的に骨癒合の状態となる。このような骨折部の修復に際して、骨に力学的負荷を
与えることにより圧電流が発生して骨形成が促進されたり、超音波を印加することによっ
て骨形成が促進されることが知られている。
【００３７】
　そこで、本実施例では、コイル４ｂに電流を供給する電流源４ｃを制御部４ｄで制御し
、電流が周期的に変動するようにして骨折部６に加わる押圧力を変化させて骨の修復が促
進されるようにしている。コイル４ｂに流す電流としては、図１０（ａ）に示すように一
定の周期で変化させてもよいし、図１０（ｂ）に示すように定電流を流す期間と周期的に
変化させる期間とを繰り返すようにしてもよいし、図１０（ｃ）に示すように電流の変化
量が一定に周期で徐々に変化するようにしてもよい。この場合において、電流の振幅は図
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１０のように所定の電流値を中心にして変動させてもよいし、プラスとマイナスとの間で
変動させてもよい。また、電流波形は図１０のように矩形波としてもよいし、正弦波のよ
うに電流値がなだらかに変化するようにしてもよい。
【００３８】
　また、本実施例においてもコイル４ｂを複数設けてもよく、その場合は各々のコイル４
ｂに流す電流を同じように変化させてもよいし、一方のコイルには定電流を流し、他方の
コイル４ｂにのみ電流を周期的に変化させたり、一対のコイル４ｂの各々で電流の変化量
や周期を変えてもよい。
【００３９】
　なお、図９では説明を容易にするために制御部４ｄを電流源４ｃとは別に設けているが
、制御部４ｄが電流源４ｃの回路の中に組み込まれていてもよい。この電流源４ｃ及び制
御部４ｄは予め定められた周期で変化する電流を供給できるものであればよく回路構成は
特に限定されないが、例えば、コイル４ｂに交流電流を供給する場合は発振回路と増幅回
路などで電源部４ｃ及び制御部４ｄを構成すればよいし、図１０（ｂ）に示すような電流
を供給するには制御部４ｄにタイマーやリレーなどを組み込めばよい。
【００４０】
　また、電流の変動周期（周波数）も特に限定されないが、１．５ＭＨｚ程度の超音波周
波数で骨形成が促進されることから上記周波数程度に設定することが好ましいと考えられ
る。なお、人体組織７の外部から刺激を与えて骨癒合を促進する方法は知られているが、
本実施例の方法は骨折部６両側の骨部の引力を直接変化させることにより骨癒合を促進さ
せるものであり、骨折部６を直接的に刺激することにより骨癒合の促進効果を著しく向上
させることができる。
【００４１】
　このように、コイル４ｂに流す電流を予め定めた周期で変動させることにより、一対の
骨部に加わる力を変化させることができるため、骨癒合を促進させて骨折の治癒時間を短
縮させることができる。
【実施例３】
【００４２】
　次に、本発明の第３の実施例に係る創外固定器について、図１１を参照して説明する。
図１１は、第３の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図である。前記した
第１及び第２の実施例では、本発明の創外固定器を骨折部の治療に用いる場合について説
明したが、本発明は第１の骨部及び第２の骨部を非接触で固定することを特徴とするもの
であり、本発明の創外固定器を関節疾患の治療に用いることもできる。
【００４３】
　その場合、創外固定器１を構成する一対の磁性体部２は、図１１に示すように関節９両
側の第１の骨部５ａ及び第２の骨部５ｂに固定され、骨５の周囲を覆う人体組織７の外側
には、磁性体部２を磁化させるための磁場を発生する螺旋状のコイル４ｂと、人体組織７
とコイル４ｂとの間を絶縁し、コイル４ｂを巻くための基礎となる筐体４ａと、コイル４
ｂに所定の電流（一定の電流であってもよいし、第２の実施例のように周期的に変動する
電流であってもよい。）を供給するための電流源４ｃと、必要に応じてコイル４ｂに流す
電流を制御する制御部（図示せず）とからなる磁場発生部３が設けられる。
【００４４】
　なお、本実施例は関節疾患の治療を目的とし骨折の場合のように第１の骨部５ａ及び第
２の骨部５ｂが離間している訳ではないため、円筒状の磁性体部２を嵌入することはでき
ない。従って本実施例の場合は、図３（ａ）に示すように、磁性体部２を複数の構造体を
組み合わせる構造、図３（ｂ）に示すように、シート状に加工した生体複合材料からなる
磁性体部２を骨５の形状に合わせて巻き付ける構造、図５（ａ）に示すように、磁性体部
２を骨５の外周面に応じて湾曲した複数の磁性体片２ａで構成し、図５（ｂ）に示すよう
に、対向する磁性体片２ａ同士を釘や螺子などの固定手段８を用いて骨５に固定する構造
、図６（ａ）に示すように磁性体部２を複数の板状の磁性体片２ａで構成し、図６（ｂ）
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に示すように、複数の磁性体片２ａを固定手段８を用いて骨５に固定する構造などとする
。
【００４５】
　このように、磁性体部２を関節９両側の第１の骨部５ａ及び第２の骨部５ｂに固定し、
人体組織７の外部から磁場発生部３を用いて磁場を印加することにより、一対の磁性体部
２を互いに引き合わせることができるため、従来のように、人体組織７の外部から骨５に
釘などを打ち込まなくても、第１の骨部５ａと第２の骨部５ｂとを適度な圧力で押しつけ
て関節を固定することができる。その結果、釘などの挿入部から細菌が侵入して合併症を
引き起こすことなく関節疾患を治療することができる。また、コイル４ｂに流す電流を予
め定めた周期で変動させることにより、一対の骨部に加わる力を変化させることができる
ため、関節疾患の治癒時間を短縮させることもできる。
【００４６】
　なお、上記各実施例では、骨折部又は関節の両側の骨部に一対の磁性体部２を取り付け
、磁場発生部３に設けた一対のコイル４ｂで磁化する構成について示したが、磁性体部２
の一方を永久磁石とし、他方の磁性体部２のみをコイル４ｂで磁化する構成としたり、骨
折部又は関節の両側の骨部４ａ、４ｂに一対の永久磁石及び磁性体部２を取り付け、永久
磁石と磁化された磁性体部２の双方で骨部を固定する構成とすることもできる。
【００４７】
　また、上記説明では、骨折部又は関節を本発明の創外固定器のみを用いて固定する場合
について示したが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、他の種類の固定方法
、例えば、ギブスと併用して骨折部又は関節両側の骨部を固定することもでき、その場合
はギブスを筐体４ａの代わりとして、ギブスの外側にコイル４ｂを巻回することもできる
。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１（ａ）】本発明の創外固定器を下腿の脛骨の骨折に適用した場合を示す斜視図であ
る。
【図１（ｂ）】本発明の第１の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図であ
る。
【図２】本発明の第１の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す上面図及び側断面
図である。
【図３】本発明の第１の実施例に係る磁性体部の構成のバリエーションを模式的に示す斜
視図である。
【図４】本発明の第１の実施例に係る磁性体部の固定方法の一例を模式的に示す図である
。
【図５】本発明の第１の実施例に係る磁性体部の構成のバリエーションを模式的に示す斜
視図及び上面図である。
【図６】本発明の第１の実施例に係る磁性体部の構成のバリエーションを模式的に示す斜
視図及び上面図である。
【図７】本発明の第１の実施例に係る磁性体部の構成のバリエーションを模式的に示す斜
視図及び上面図である。
【図８】本発明の第１の実施例に係る創外固定器の他の構成を模式的に示す斜視図である
。
【図９】本発明の第２の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図である。
【図１０】本発明の第２の実施例に係る磁場発生部のコイルに流れる電流の時間変化を示
す図である。
【図１１】本発明の第３の実施例に係る創外固定器の構成を模式的に示す斜視図である。
【符号の説明】
【００４９】
　１　創外固定器
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　２　磁性体部
　２ａ　磁性体片
　３　磁場発生器
　４ａ　筐体
　４ｂ　コイル
　４ｃ　電流源
　４ｄ　制御部
　５　骨
　５ａ　第１の骨部
　５ｂ　第２の骨部
　６　骨折部
　７　人体組織
　８　固定手段
　９　関節

【図１（ａ）】 【図１（ｂ）】
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【図４】 【図５】



(11) JP 4328234 B2 2009.9.9

【図６】 【図７】

【図８】 【図９】



(12) JP 4328234 B2 2009.9.9

【図１０】 【図１１】



(13) JP 4328234 B2 2009.9.9

フロントページの続き

(56)参考文献  米国特許第４０２９０９１（ＵＳ，Ａ）
              国際公開第０１／９５８１７（ＷＯ，Ａ１）
              国際公開第０２／０９４１１３（ＷＯ，Ａ１）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              A61B 17/58 - 17/60


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

